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202５年基本要求最終交渉
管理監督者のみなさん！週1回はログで職員の労働時間を確認してください

猛暑日の労働安全の確保は急務！障害のある職員への内示時期は「合理的配慮」をすべき事項です！
自治労県職労は2月5日、2025年基本要求の最終交渉を行いました。
鈴木委員長のあいさつに引き続き、基本要求の重点課題と支部代交渉で現場から出された意見について、労務担当局長から回答がありました。
主な論点は次のとおりです。
長時間・過重労働の撲滅
　自治労県職労は2024年度に発生した、条例違反の100時間を超える長時間労働を深刻に受け止め、基本要求とは別に昨年10月31日に「長時間・過重労働の根絶を求める要求書」を提出し、基本要求と合わせて交渉してきました。
　管理監督者の労働時間管理のために自治労県職労が強く求めてきた「パソコンログによる確認」について労務担当局長は「予防となるようにパソコンのログを確認するよう周知徹底する」と回答しました。
　条例違反の100時間超の時間外勤務は、管理監督者がきちんと労働時間管理を行っていなかったことに起因しています。
既に多くの管理監督者が実行しているように、週1回でもパソコンログを確認していれば、長時間労働に至る前に対応ができたはずです。
自治労県職労は併せて、条例違反を行ったことを深く反省し、当該部局も含めて知事以下が今回の事案の検証、再発防止を発信するよう強く求めました。

これに対し当局は、今年度最後の働き方改革推進本部会議において、月100時間超の時間外勤務が発生したことを報告するとともに、次年度に向けマネジメントを徹底するよう注意喚起を行っていくとしました。
猛暑下の労働安全衛生について

近年の異常気象により、熱中症アラートが発令される頻度が増えています。従来とは異なる状況下において職員の労働安全を守るために、自治労県職労は熱中症アラート発令時の原則屋外作業の見合わせ、例外的に対応せざるを得ない場合の安全確保としてのファン付作業着の配布を求めています。
これらの要求に対し当局は、今年度から屋外作業を主とする一部職種に対し、ファン付作業着を試験導入したと回答しましたが、今後の対象の拡大は未定とのことでした。
また、熱中症アラート発令時の対策についても、職員の健康を守るための情報の周知といった回答にとどまっています。

　公務労働者である以上、当然熱中症アラート発令時においても避けられない業務があることは自治労県職労も理解しています。
　しかし、屋外作業中止を原則とすることで、業務によっては対外的に時期を変更可能とすることができ、不要不急の要望を断る根拠となります。
現場の職員からは、現行の作業着だと身の危険を感じるとの切実な声が上がっています。異常気象下において職員の命と健康を守るためにも、これまで以上に踏み込んだ対策を当局に求めていきます。
「離職者再採用制度」の要件の撤廃

現行の「離職再採用制度」は、対象を介護、育児に限定しています。
自治労県職労は対象要件を撤廃するよう要求していますが、今期はゼロ回答でした。

近年、若年者の離職が増加していますが、退職して民間に就職した方の中には、民間を経験する中で公務労働の魅力を再確認されている方もいます。
一方、職員採用は年々厳しさを増しています。県は「離職者再採用制度」を育児、介護で離職した方に限定している余裕はないはずです。
自治労県職労は引続き要件撤廃を要求します。
人事異動内示の前倒しについて
　自治労県職労は「人事異動内示を他都道府県の状況を参考にし、３月中旬とすること。」、特に障害のある職員について「障害による通勤等の困難性を踏まえ、できるだけ本人の希望を尊重し、早期に内示等を行うこと。」を求めています。
　現在神奈川県においては、内示は人事異動の4日前、意向打診は7日前です。
　しかし、もっと早い時期に内示される都道府県は少なくありません。つまり、神奈川県のやり方がスタンダードではないのです。
　ギリギリの内示と以前より余裕のない引継のおかげで、職員の負担はより増しています。
　また、障害のある職員は、危険回避を含めて通勤に大変大きな労力を要します。
　障害のないものにとっては何の支障がなくても、電車の乗り降り、駅の乗り換え、駅から勤務場所までのバスや徒歩、全て実際に体験しなければ、通勤に何をどうすればよいか判断できません。それも休日ではなく、実際に通勤する平日の同時間に体験する必要があります。場合によっては介助者の同行も必要です。その結果、異動を辞退せざるを得ない場合もあります。それを判断するには、4日前や7日前では困難です。
　内示を前倒しすることは全ての職員にとって有益なことであり、障害のある職員にとっては必要不可欠な「合理的配慮」であり、人権問題ともいえます。
　自治労県職労は内示前倒しの早期実現に向けて、引き続き要求していきます。
会計年度任用職員の更新上限の撤廃
　現在、会計年度任用職員は「更新は2回まで、3年毎の公募」となっています。
　しかし当局が「3年毎の公募」の根拠としていた国の期間業務職員は更新上限が撤廃され、このことは昨年6月に総務省から各地方自治体に通知されています。
　当局は、「公平性を担保する必要がある」「国の制度は変わったが、省庁の運用や他県の動向が不明で慎重にならざるを得ない。」と回答しています。

　新規募集時に公募を行うのは当然ですが、現在の会計年度任用職員の過半数が生計維持のために働いていることを踏まえれば、雇用の安定は何よりも求められます。
　自治労県職労は今後も、更新上限の早期撤廃をめざします。

本庁舎等の弁当販売業者の確保
　昨年4月から県は、「プラごみゼロ」のために本庁舎等で弁当を販売している事業者に対して弁当容器の非プラスティック化を求めています。
　当局はあたかも自分の手柄のように庁内放送をしていますが、物価高騰の上に非プラスティック化の負担に耐えかねて、事業者は値上げをせざるを得なくなったり、撤退した事業者も複数出ています。
　その結果、職員の福利厚生は低下しています。弁当事業者を補助できないとしても、現在弁当事業者から徴収している使用料を免除することを自治労県職労は求めています。
　春闘交渉においても、引き続き交渉を進めます。
支部代発言への回答

1月10日の支部代交渉で現場代表から出された発言に対して、以下のとおり回答がありました（枠内は現場代表の発言）。
〇欠員を解消するための人材確保について
現在、全庁で500名ほどの欠員が発生しており、状況は悪化の一途だ。周囲からも人員不足による業務負担増や、職場の雰囲気が殺伐としているといった悩みが多く聞こえてくる。
令和７年度の新規採用は、これまでと比べて最大規模となる580人超を予定。優秀な人材確保に向けて今後も採用試験の見直しを行うとともに、就職先としての県の魅力を伝える取り組みを進めていく。
〇技術職の人材確保について
他自治体では初任給の大幅アップ等の対策を講じ、技術職員の人材確保に努めている。実際に多くの若手職員が、民間企業の方が待遇面が良いため転職を考えている。人員も少なく、周囲に相談することもできない。
理系学生の就職活動が早期化していることに伴い、令和6年度から受験可能年齢を引き下げた。今後も人材確保につながる方策の検討を進める。

〇拡大時差出勤の適正な運用について
申出をしていないのも関わらず、時間外削減を目的として拡大時差出勤制度を利用するように言われたことがある。
　残業時間とならないよう時差出勤を指示されているとのお話があった。業務都合で時差出勤を管理者が指示することはできない。あくまでも本人都合だ。
2月3日の管理担当課長会議で、制度の趣旨から逸脱しないよう周知徹底した。
〇労働相談業務への人員配置について
労働相談業務は専門知識や経験を要するため、人材育成の観点から適性のある職員を転入させるべき。本人の希望だけでなく経験や能力等も考慮して配置すべきだ。
新規採用後10年を経て選択となるが、本人希望だけでなく、適材適所の配置を行っている。
〇カスタマーハラスメント対策について

職場周辺を街宣車が大音響で、特定の職員を誹謗中傷する状況が続いているが、県としてカスハラ対策が取れていない。人命が失われてもおかしくない事案だ
　職員を守るための基本方針について県労連とも協議し、2025年度から施行する。
〇視覚障害者のための高性能パソコンの配備
視覚に障害なる職員や技術職職員には、通常配布されているパソコンより高性能のものを配布すべき。

　現在も読み上げソフトに対応できる高性能パソコンを配備しているが、支障があることは承知している。原因は様々なので個別に対応していく。
〇障害のある職員の災害時の避難について
避難訓練において、障害者に対して必要なサポートを検証し、全員が安全に避難できる体制を整備するべきだ。

　障害のある職員が安全に避難できるようオフィス防災資料でサポートしている。

２０２５年３月３１日で、早期退職を


希望している組合員・保険利用の方


手続きが必要ですので組合事務所までご連絡を！（TEL 045ｰ201-2961）








